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＜本日のセミナー＞
1.2017年までのマイナンバー制度の現状

2.改正個人情報保護法のおさえておくべき
ポイント

3.2018年以降のマイナンバー制度
管理のポイント

4.＜すぐ実践できる＞PC１台で管理する
マイナンバー管理手法と実務の流れ紹介

5.＜すぐ実践できる＞書類で管理するマイナ
ンバー管理手法と実務の流れ紹介
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＜マイナンバー制度の現状＞
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区分 通知カード 個人番号（マイナンバー）カード

様式

・個人番号と基本４情報を券面に記載
・顔写真なし

・基本４情報と顔写真を表面に記載
・個人番号は裏面に記載
・個人番号と基本4情報をＩＣチップに記録

作成・
交付

・対象者に平成27年10月以降郵送
・手数料なし

・平成28年1月以降、希望者に交付
・市町村が窓口で本人確認を行った上で交付
・初回の手数料は無料

有効
期限

・個人番号カードを受けるまでの間
・個人番号カードを受けるときに返納
・引越等記載内容変更：市町村に転入届
提出時に記載内容を変更

・発行時年齢：20歳以上の場合は10年間、
20歳未満の場合は5年間

・引越等による記載内容の変更は同左

用途・
利便性

・個人番号カードの交付を受けるまでの
間、他の本人確認書類とともに利用
可能

・身分証明書としての利用
・個人番号を確認する場面：就職、転職、出
産育児、病気、年金受給、災害等

・市町村、行政機関などによる付加サービス
・電子証明による電子申請・取引など
・消費税還付の際の利用も検討

本人確
認方法

通知カードと下記のいずれかで確認
① 運転免許証、パスポートなど
② 官公署から発行された書類等で、写真
、氏名、生年月日、住所記載のもの

個人番号カードのみで本人確認不要



＜個人番号（マイナンバー）カードについて＞

個人番号カードは、本人確認のための身分証明書として利用でき
るほか、カードのＩＣチップに搭載された電子証明書を用いて、
e-Tax（国税電子申告・納税システム）をはじめとした各種電子申
請が行えることや、お住まいの自治体の図書館利用証や印鑑登録
証など各自治体が条例で定めるサービスにも使用できます。

なお、個人番号カードに搭載されるＩＣチップには、券面に書か
れている情報のほか、電子申請のための電子証明書は記録されま
すが、所得の情報や病気の履歴などの機微な個人情報は記録され
ません。そのため、個人番号カード１枚からすべての個人情報が
分かってしまうことはありません。
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＜マイナンバーとは？＞
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法律名：行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律

１．2016/1 施行
２．１２桁の番号
３．情報は５つ

個人番号／氏名／住所／性別／生年月日＊将来はいろいろな活用が想定

４．市町村が発行（市町村に住所がある人）
５．利用は限定的（今は）

「社会保障」「税」「災害対策」に限定

６．原則変更できない
番号漏洩で不正使用の恐れある場合変更可

７．罰則が重い
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＜マイナンバー法などの罰則＞

両罰規定：
本人はもと
より会社も
罰せられる

内閣官房社会保障改革担当室
内閣府大臣官房番号制度担当室
「マイナンバー社会保障・税番
号制度概要資料」

１件でも個人情報
を保有していれば
適用事業者
（法改正）
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＜法人番号＞



＜個人番号と法人番号＞
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個人番号 法人番号★

桁数 １２桁 １３桁

通知元 市町村長 国税庁長官

通知方法 通知カード 書面通知

通知時期 平成２７年１０月以降 平成２７年１０月以降

利用目的

の制限

あり

※法令・条例の範囲内の
み利用可能（税・社会
保障・災害救助等）

なし

※官民問わず自由に利
用可能

関連情報
氏名、住所、性別、

生年月日 名称、住所

番号検索 不可 可
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＜企業のマイナンバー対策＞
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＜税務関係手続きでマイナンバーを記載＞

平成２８年の法定調書（平成２９年提出分）から
マイナンバーの記載が必要となりました。
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源泉徴収票の記載にマイナ
ンバーが必要となります。

全従業員の方と扶養の方の
マイナンバーを会社は取得
する必要があります。

＜源泉徴収票にマイナンバーを記載＞
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＜本人交付用源泉徴収票について＞



＜雇用保険、社会保険関係＞
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雇用保険は平成２８年１月以降届出にはマイナンバーの
記載が必要となりました。
健康保険・厚生年金保険は平成２９年１月以降、マイナ
ンバーの記載が必要となりました。
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＜改正 個人情報保護法＞

１．個人情報取扱事業者の範囲が拡大

２．利用目的の特定・適正取得

３．安全管理措置

４．個人情報の定義の明確化

５．要配慮個人情報
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＜マイナンバー管理のポイント＞

１．今まで通り継続的に管理

２．マイナンバーの記録の管理

３．もう一度、安全管理措置の確認

４．そろそろ、マイナンバー削除への
対応準備



MY NUMBER MANAGEMENT

内閣府（H27/8）
「社会保障・税番
号制度が始まり
ます入門編」
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＜マイナンバーを従業員から取得する際
には利用目的を伝える＞
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＜利用目的の明示例＞

当社が個人番号を取扱う利用目的および事務の範囲は以下
の通りとする。

社員に係る個人番号
関係事務

所得税源泉徴収等に関する事務および給与所得・退職所得の
源泉徴収票（給与支払報告書を含む）に関する事務

雇用保険届出等に関する事務

健康保険・厚生年金保険届出等に関する事務

社員の配偶者に係る
個人番号関係事務 国民年金の第三号被保険者の届出等に関する事務

社員または社員以外の個人に係る
個人番号関係事務

報酬・料金・契約金等の支払調書作成等に関する事務

配当、剰余金の分配および基金利息の支払調書作成等に関す
る事務

不動産の使用料等の支払調書作成等に関する事務

不動産等の譲渡対価、売買・貸付手数料等の支払調書作成等
に関する事務
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＜番号確認と身元確認＞
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内閣府（H27/8）
「社会保障・税番
号制度が始まり
ます入門編」
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内閣府（H27/8）
「社会保障・税番
号制度が始まり
ます入門編」
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＜各種書類の保管期限＞

種別 書類例 保存期限

所得税 扶養控除申告書、保険料控除申告書など ７年

雇用

雇用保険被保険者資格取得等確認通知書、
離職証明書事業主控えなど

４年

代理人選任・解任届 ２年

徴収 労働保険概算・確定保険料申告書など ３年

労災 休業補償給付支給請求書など ３年

健保 被保険者資格取得確認、標準報酬決定通知
書など

２年
厚年
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内閣府（H27/8）
「社会保障・税番
号制度が始まり
ます入門編」
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＜企業に求められる安全管理措置①＞



マイナンバーの適切な安全管理措置に組織としての対応が必要
です。
事業者は、マイナンバーや特定個人情報の漏えい、滅失、毀損
の防止その他の適切な管理のために、必要かつ適切な安全管理
措置を講じなければなりませんし、従業者に対する必要かつ適
切な監督を行わなければなりません。
特定個人情報等の取扱いに当たっては、マイナンバーを取り扱
う事務の範囲を明確化することが重要です。
事業者が講ずべき安全管理措置の内容として、ガイドラインで
は、基本方針の策定、取扱規程等の策定、組織的安全管理措
置、人的安全管理措置、物理的安全管理措置、技術的安全管理
措置を示しています。
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＜企業に求められる安全管理措置②＞
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区分 具体例 備考

組織面

・組織体制の整備
・取扱規程などに基づく運用
・取扱状況を確認する手段（記録）
・情報漏洩時の体制
・安全管理措置の評価、見直し

基本方針策定
システムログ記録
いつ誰が理由など

人的面
・事務担当者の監督
・事務担当者への周知・教育

懲戒処分など
定期的研修

物理面

・マイナンバー取扱い区域の管理
・機器または電子媒体等の盗難防止
・電子媒体等を持ち出すときの対応
・マイナンバーの削除、機器等廃棄

入退出管理、壁
施錠キャビネット
パスワード設定
焼却、溶解

技術面
・アクセス制御、アクセス者識別
・外部からの不正アクセス等防止
・情報漏洩等の防止

ＩＤ、パスワード
ウイルス対策
データ暗号化

＜企業に求められる安全管理措置③＞



「基本方針」では、特定個人情報の保護に関する基本理念を明確にし、
法令遵守・安全管理・問合せ・苦情相談等に関する方針を定めることが
重要です。なお、基本方針の策定は義務付けられてはいませんが、従業
員等への周知・研修を行いやすくなるというメリットがあります。

「取扱規程等」とは、源泉徴収票や支払調書の作成等の事務で特定個人
情報等を取扱う場合のマニュアルや事務フローなどの手順を示した文書
で、従業員が容易に参照できるようにする必要があります。

「組織的安全管理措置」とは、担当者を明確にして、担当者以外が特定
個人情報等を取り扱うことが無いような仕組みを構築することです。

「人的安全管理措置」とは、従業員の監督・教育です。
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＜企業に求められる安全管理措置④＞



「物理的安全管理措置」とは、特定個人情報等の漏えい・盗難等を防ぐ
措置で、担当者以外が特定個人情報等を取り扱うことができないような
工夫を行うことを指します。具体的には、壁又は間仕切り等の設置、の
ぞき見されない場所等の座席配置の工夫や、鍵付きのキャビネットに書
類を保管することなどが考えられます。

「技術的安全管理措置」とは、担当者を限定するためのアクセス制御を
行うことや、ウィルス対策ソフトウェア等を導入し、最新の状態にアッ
プデートしておくことなどを指します。ただし、事業者のうち従業員の
数が100人以下の中小規模事業者の特例を設けており、実務への影響に
配慮しています。（中小規模事業者の要件が改正）
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＜企業に求められる安全管理措置⑤＞
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＜企業に求められる安全管理措置⑥＞



MY NUMBER MANAGEMENT

参考：特定個人情報保護委員会事務局「中小企業向け はじめてのマイナンバーガイドライン」
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参考：特定個人情報保護委員会事務局「中小企業向け はじめてのマイナンバーガイドライン」
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参考：特定個人情報保護委員会事務局「中小企業向け はじめてのマイナンバーガイドライン」
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Ｑ Ａ

マイナンバーを紛失
したら？

再発行（市町村）できる。マイナンバーは住民票にも表記さ
れる（希望しなければ表記されない）。

個人番号カードの取
得は義務か？

強制はしていないが、政府としては取得を奨励している。
（マイナンバーは全国民が対象：乳幼児にも付与される）

個人番号カードを身
分証明書に使える？

図書館カードや印鑑登録証で利用でき、レンタル店やスポー
ツクラブなどの身分証明にマイナンバー以外は使用できる。

個人番号カードの有
効期限は？

20歳以上10年、20歳未満は5年

住所変更があった場
合は？

14日以内に市町村に届出てカードに記載内容を変更しなけれ
ばならない。

業務委託者からマイ
ナンバーを取るとき
に注意点は？

まず利用目的（社会保障および税に関する手続書類の作成）
を明確にし、厳格な本人確認（運転免許証など）をする。

マイナンバーの提供
を求められたら？

原則、目的（社会保障・税・災害対策）以外で求められるこ
とはない。詐欺等に要注意。

海外に住んでいる場
合は？

国内に住所を有する者が対象のため、付与されない。帰国時
住民登録した際に付与される。

＜マイナンバー制度Ｑ＆Ａ＞


